
 

飯島地区(高地区) 大規模雨水処理施設整備事業計画（横浜市） 

（様式１） 

項  目 内 容 ・ 施 策 等 
選定理由 飯島地区は、緊急輸送路として位置づけられている主要幹線道路を有し、区域内を走る

主要道路である県道203 号大船停車場矢部線の周辺および低地区に業務施設が集積して

おり、丘陵部は宅地開発による住宅地である。区域内の降雨は、東部および北西部の丘陵

部から南東部の低地部に集水し河川に到る。この地区の主要排水路は、飯島川（一般下水

道）であり、度々浸水被害が発生している。飯島川（一般下水道）において一部流下能力

の不足する箇所があるが、ＪＲ４線（東海道、横須賀、根岸、貨物）の軌道横断の問題か

ら拡幅が困難な状況にあり、雨水貯留施設の整備を計画している。 
 近年の最大被害は、平成16年に時間最大75.5mmの豪雨（台風22号）を記録した際、区

域内で61戸の浸水被害が報告された。過去10ヵ年においては、平成26年に発生した時間

最大74.5ｍｍの豪雨（台風18号）において、区域内で15戸の浸水被害と、道路冠水が７

箇所で報告された。また、平成22、25、26、29年および令和３年にも道路冠水被害が発

生している。 
当該地区は、過去10ヵ年において延べ23戸の浸水被害および12箇所の道路冠水があり

浸水時には生命の保護都市機能の確保および個人財産の保護の観点から、早急な浸水対策

が求められる。 
 

整備目標 ① 本計画における対象降雨 
・本計画における対象降雨：75.5mm/hr 
・目標とする理由：平成 16 年 10 月台風 22 号  

 ・ハード整備による整備水準の目標：高地区47.0mm/hr（５年確率降雨） ②目標設定 
ⅰ）生命の保護の観点  ：床上浸水の防止 
ⅱ）都市機能の確保の観点：交通の支障となる道路冠水の防止 
ⅲ）個人財産の保護の観点：家屋浸水の防止 
ⅳ）その他       ：特になし 

③ハード対策、ソフト対策及び自助の役割分担について 
ⅰ）ハード対策 

施設整備により高地区 47.0mm/hr の降雨において浸水被害を防止することを目的

とする 
ⅱ）ソフト対策及び自助 

施設整備で対象とする降雨量を上回る降雨 75.5mm/h の降雨において、下水道管

理者による情報提供、地域住民等による土のう設置など、それぞれの主体が対策を

実施することにより、市街地部の浸水深を機能保全水深にとどめ、被害を出来るだ

け小さくする。また、ハード整備完了までの間や、地下施設などの局所的な浸水に

も対応するために配備する移動式排水施設により、被害の最小化を図る。 



 
項  目 内 容 ・ 施 策 等 
内水ハザ

ードマッ

プ策定状

況 

・ 有  (令和３年６月策定済み) 
・ 策定予定 
 
 

主な 
事業 
内容 

公

助 
ハード

対策 
下水道管理者 ・雨水貯留施設の整備 貯留能力 6,700m3 

 
下水道管理者 
以外 

 

ソフト

対策 
下水道管理者 ・管路清掃・内水ハザードマップの提供 

・インターネット等による雨量情報の提供 
・移動式排水施設による水防活動 

下水道管理者 
以外 

・インターネット等による雨量、河川水位の情報提供 
（総務局緊急対策課、下水道河川局河川企画課） 

・電子メールによる河川水位上昇時や降雨の警報・注意報

発表時の情報配信（総務局緊急対策課） 
・土のう設置に対する支援（栄土木事務所） 

自

助 
ハード

対策 
 ・土のう配備 

・止水板の設置 

ソフト

対策 
 ・道路雨水ますの清掃 

・ハザードマップによる自助・共助促進 

備考）事業内容については主な施策について具体的な実施数量を記述 
また、下水道管理者以外が行う施策については、道路管理者など実施主体、制度要綱等を具体的に記述 
 
＊下水道浸水被害軽減総合事業の要件に該当し、当該事業による制度拡充分にあたる施設の整備を実
施する場合には、該当する施設をすべて記載すること（別紙可、下水道浸水被害軽減総合事業の様式
を参照）。なお、下水道浸水被害軽減総合計画を策定済みの場合は、その施設調書を添付すること。 

＊下水道総合地震対策事業の要件に該当し、当該事業による制度拡充分にあたる施設の整備を実施す
る場合には、該当する施設整備を下水道総合地震対策計画に位置づけること。 

＊下水道施設の改築（浸水に対する安全度の向上を伴わないもの）を実施する場合には、当該施設の改
築を下水道ストックマネジメント計画に位置づけること。（下水道総合地震対策計画に位置づけられ
ている場合を除く） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 
年度計画（百万円） 

名称 令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度 計 

管渠 0 344.7 8.2 48.6 401.5 

貯留施設 547.5 709.3 202.6 0 1459.4 

計 547.5 1054.0 210.8 48.6 1860.9 
備考）事業内容に位置づけた施設について年割額（事業費）を記述。 

整備済のものは含めない。 
 

項  目 内 容 ・ 施 策 等 
整備効果 ＜事業評価の内容＞ 

被害額：3,133 百万円が削減される。 
Ｂ／Ｃ：1.1 
経済的内部収益率：６％ 
＜その他の定量的な効果＞ 
都市浸水対策達成率：66.0％→66.0％ 
※本事業により約 51ha の都市浸水対策達成となりますが、率の変動はありません。 
ソフト対策、自助の整備効果等： 
内水ハザードマップによる情報提供及び土嚢の配備等を併せて行い，家屋浸水等を防止す

るとともに，既往最大降雨に対し機能保全水深 15cm を達成する。 
 

放流先河

川との調

整状況 

飯島地区の放流先河川である 2 級河川柏尾川及び準用河川いたち川は 特定都市河川に

指定されており、神奈川県において流域水害対策計画を現在策定中である。策定中の計画

では、5 年確率までは河道整備で、10 年確率までは遊水地等の流域対策を含めた整備を進

めることとなっている。 
下水道の整備目標としては、 高地区は 5 年確率、浸水被害ポテンシャルの高い低地区

は 10 年確率に対応した整備を行うこととなっているが、本事業計画の高地区の雨水は、

低地区と同様に河川整備が完了するまでの期間は流出量の全量を貯留し、放流先河川の水

位を考慮して排水する方針で河川管理者との調整を図っている。 
その他 放流先河川である２級河川柏尾川及びいたち川は、特定都市河川に指定されており、流

域水害対策計画を現在策定中である。そのため、雨水貯留施設からの放流に際し、河川水

位を十分に考慮する必要があることから、雨水貯留施設や放流管渠内に水位計を設置し、

観測する計画である。 
本市では、区災害対策連絡協議会を設置し、地域に対する防災活動の指導・助成を行っ

ている。また、当該地域においては、区役所、消防署が中心となり、自治会、町内会を単

位とする「町の防災組織」づくりを推進し、ボランティア・自主防災組織等により防災活

動を行うこととしている。 



0 100 200 400 600 800 1000m

飯島地区（高地区）大規模雨水処理施設整備事業計画 図面

公
共
下
水
道

下
水
道
浸
水
被
害
軽
減
総
合
計
画
図

地域作業所第二まってる

下倉田地域ケアプラザ

栄区役所

県道203号大船停車場矢部線

いたち川

JR横須賀線

JR本郷台駅

二

川

雨

水

幹
線

雨

東

飯

幹

線

低地区調整池

線
幹

水
雨

島
飯

川
第

島

飯島中学校

豊田地域センター

豊田地域ケアプラザ

小菅ヶ谷小学校

JR根岸線

大船富士見台自治館

水

高地区調整池

柏尾川

ひかりが丘自治館

S

EW

N

地域作業所まってる

飯

島

豊田消防出張所

SOMPOケアそんぽの家

ライフコミューン本郷台

いいじまルーテル保育園

グループホームひかり横浜本郷台
飯島東幼稚園

でい・さろん泉

市

飯
島
地
区

縮
尺

一
万
分
之
一

横

浜

施設

集水区域

施設

集水区域

県庁・市役所・区役所

高齢者・障害者等
災害要支援護者関連施設

浸水被害箇所

管
渠

貯
留
施
設

計画対象区域界

令和６年度
完了予定

計画期間内
施工予定

施工済み

凡 例

ターミナル駅

緊急輸送道路


